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3.1. 古典的 3種の神器 
3.2. 古典的 3種の神器にプラスして 
3.3. 日本型HRMの補完性 
3.4. 日本型HRMの方向性 














5.2. 第 1回質的調査の必要性と限界 
5.3. 量的調査の必要性と限界 




















9. 第 2回質的調査による HRM施策の確認 
9.1. 製造業 C 社（静電気除去機などの製造販売） 
9.2. 製造業 D社（輸送用機器部品製造） 
9.3. 製造業 E 社（金型製造業） 
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 「ベトナムにおける日系中小企業の人的資源管理－質的調査による日本型 HRM
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 率との関係－」『経営教育研究』第 22巻 2号 2019.8（掲載認可済み）【査読付き論
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 「東南アジアにおける日系中小企業の人的資源管理－日本型 HRM と現地従業員
























る。第 3 章で日本型 HRM は組織コミットメントを高めるということが確認できたので、
その組織コミットメントはさらにどのような組織成果をもたらすのかを明らかにしている。
組織コミットメントが離職や離職の意思を低減させることが分かった。 































































































 実証研究の結果、自身が構築したモデルの中で、「日本型 HRM のうち上司と部下と
の人間関係への気遣いが、愛着的組織コミットメントを介して、離職率に統計的有意な
負の影響を与える」という完全媒介モデルにたどり着いた点を評価した。結果が不明瞭
な形で終わる場合も少なくない中で、明快な結論を導き出せた点は、大変優れていると
いえる。加えて、その内容を確認するために行われたインタビューから、長期雇用を前
提とした、内部人材育成と職能ベースの処遇を行い、上司と部下の人間関係に配慮する
ことが受け入れられる HRM施策が有効である点も明らかとなっている。 
 一方、課題も残されている。以下の点は、請求者自身も認識しており、今後の研究で探求
される内容となろう。 
A. 各国の状況に鑑みた取り組み 
 東南アジアを一つのまとまりとしてとらえることには、一定の意義があるが、より現
実的には、それぞれの国のコンテキストに合わせた取り組みが望まれる。そのことは、
本論文の文化的背景を反映させる必要性からも明らかである。また、これまで日本型経
営が十分に実施できなかった原因とも関係してくると考えられる。より実践的な研究
を進めていくためには、個々の国々の状況に合わせた研究が欠かせない。 
B. 個々の従業員を対象とした分析の必要性 
 個々の従業員を一まとめとして考え、組織全体の施策の是非を問う必要性があるも
のの、その施策の受容度については、個々の従業員への調査が欠かせない。ことさら、
組織コミットメントの領域では必要である。本論文の中核概念でもあるので、この部分
について、今後の探求が期待される。 
C. 詳細な場合わけを行った研究 
 国別による研究だけでなく、業種や企業の詳細な規模でも対応は異なることが予測さ
れる。本論文では、サンプルサイズの問題もあり、そこまで踏み込めていないが、探索
を深めていく過程で、業種や規模について意識して取り組んで欲しい。 
 
６．結論 
 上述したように、いくつかの改善すべき課題があるものの、研究意義の高さ、現状の問題
の探索、先行研究の渉猟、研究方法の探究、すぐれた研究成果のいずれの点も高く評価でき
る。また、本論文の重要な結論部分については、日本マネジメント学会の学会誌の査読付き
論文として、掲載が認可されており、研究内容は、一定の基準に達していると考えられるの
で、審査の結果、博士（経営学）の学位を授与するに値する論文と判定する。 
